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Straight away 
 

IFRS bulletin from PwC 

22 October 2012 FASB と IASB が収益認識プロジェクトにおける 
契約変更および進捗度の測定について決定を行う  

最新の動向 

2012年10月18日、国際会計基準審議会（IASB）と米

国財務会計基準審議会（FASB）（以下、「両審議会」）

は会議を開き、収益認識に関する合同プロジェクト

について議論しました。両審議会は、契約変更およ

び履行義務の充足までの進捗度の測定について決

定に至りました。両審議会の決定は暫定的なもので

あり、変更される可能性があります。 

今後、以下を含むその他の主要な論点について再

審議が予定されています。 

 回収可能性 

 変動対価の収益認識の制限 

 ライセンス 

 取引価格の配分 

 開示 

 経過措置 
 
主な決定事項は？ 

契約変更 

契約の両当事者による承認を受けていない契約変

更による収益は、その変更が承認されるまで認識す

るべきではありません。両審議会は、「契約上の請求

権」から発生する変更について、追加ガイダンスの

提供を検討しました。たとえば、顧客側の事由による

仕様書および設計等の遅延、変更、誤謬について、

企業は追加の対価を請求する場合があります。両審

議会は、2011年公開草案で提案されたガイダンスは

このような契約変更の状況に適切に対処していると

考えたため、当該ガイダンス案を維持することを決定

しました。しかしながら、両審議会は、契約上の請求

権による契約変更に対応した設例を含めることを検

討することに合意しました。 

また、両審議会は、取引価格にのみ影響する契約

変更の会計処理も、その他の契約変更と同様に評

価すべきであることを明確にしました。取引価格の変

更については、残余の履行義務が区別できるか否

かに基づいて、将来に向けて調整する方法か、また

は累積的にキャッチ・アップする方法かのいずれか

の方法で会計処理することになります。 

 

履行義務の充足に向けての進捗の測定 

一定期間にわたり充足される履行義務については、

企業がその充足に向けて進捗するにつれて、収益

が認識されます。進捗度を測定するための適切な方

法には、アウトプット法（たとえば、生産した単位数）

およびインプット法（たとえば、発生したコスト）があり

ます。サプライヤーが大量で同質の財を生産してお

り、これが一定期間にわたり充足される履行義務とし

て会計処理すべき要件も満たしているという状況を

会計処理するために、実務上の便宜を導入すべき

か否かを両審議会は検討しました。両審議会は、提

案されているガイダンス案を変更しませんでした。両

審議会は、企業は財およびサービスの支配の顧客

への移転を描写する方法を選択すべきである、すな

わち、支配の移転が製品の引渡時点ではなく製造

工程中になる可能性があることを確認しました。この

結果、一部の企業にとって、現行の収益認識のタイ

ミングに変更が生じる可能性があります。 
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両審議会は、インプット法が使用される状況であって、

かつ、企業が財（すなわち、据付未了の部品）に関

連するサービスを履行する前に顧客がその財の大

部分の支配を獲得している状況について、該当する

ガイダンス案を明確にすることに合意しました。両審

議会が受領したフィードバックによると、当該ガイダ

ンス案は両審議会の意図よりも幅広い解釈が行われ

ていることを示唆しています。明確化の提案は、顧客

への移転を描写する財またはサービスを進捗度の

測定に含めるだけでも、当ガイダンスを進捗度の測

定の目的により密接に関連づけるはずです。特定の

状況においては、財のコストと同額の収益が認識さ

れることになります。 

 

コンバージェンスは達成されるか？ 

国際財務報告基準（IFRS）と米国会計基準（US 

GAAP）の両基準のもとで、類似する取引には、同一

の原則が適用されるため、収益認識についてコンバ

ージェンスは達成される見込みです。収益基準のガ

イダンスを適用する前に、当ガイダンスが他の基準

を参照することを要求している範囲では、引き続き相

違が生じる可能性があります。 

 

 

影響を受ける企業は？ 

当基準案は、IFRSまたはUS GAAPを適用するほとん

どの企業に影響を与えます。現在、業界別ガイダン

スに従っている企業は、最も影響を受けると予想さ

れます。 

 

提案されている発効日は？ 

PwCは、最終基準の発効日は2015年より早くなること

はないと予測しています。 

 

次のステップは？ 

両審議会のスケジュールによると、最終基準は2013

年上半期に公表される予定です。両審議会は今後

数カ月にわたって再審議を継続させ、一部のより重

要な変更について対象を絞ったアウトリーチを実施

する予定です。 
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